





































ある 6.5m を選択した。さらに、2 地区の合意形
成の時期が異なり、安渡地区より赤浜地区は、2 ヶ































総合政策　第 18 巻第１号（2016） 
が多様化し、「共有財産」が存在していたものの、
共有財産を巡り一部住民間のトラブルが発生して
いた。よって、合意形成基盤は、脆弱的であった
と見られる。赤浜地区は、漁業を中心とした「産
業構造」があり、また「共有財産」による明確な
意思統一が図られていたことから、合意形成の基
盤が備わっていると考えられる。合意形成の基盤
は、防潮堤の高さを選択する際に大きな影響を
与えている。安渡地区は、合意形成の基盤が脆弱
で、かつ海に対する意識が低かったことから、行
政が提示した防潮堤の高さを受け入れたのではな
いか。赤浜地区は、合意形成の基盤が十分に機能
していたため、住民独自の提案を行政に認めさせ
ることができたと考えられる。 
　次に、震災以降の合意形成を加速させた 3 つ
の要因として、避難所生活や仮設住宅入居形態の
あり方を示す「避難生活形態」の差異（統合的あ
るいは分散的）、既存の地域住民組織が住民間の
合意形成を牽引できない場合に代替組織として発
足する「緊急コミュニティ組織」の有無、そして、
防潮堤の高さを決める地域復興協議会内の「リー 
ダーシップ」のあり方（調整型あるいは親分型）
が挙げられる。
　安渡地区は、「避難生活形態」が分散的であっ
たこと、既存の住民組織が機能せず、「緊急コミュ
ニティ組織」も発足しなかったこと、さらに調整
型「リーダーシップ」と、加速要因の機能も弱かっ
た。赤浜地区では、「避難生活形態」が統合的で
あり、既存の住民組織がなかったことから発足し
た「緊急コミュニティ組織」と強力なリーダーシッ
プが合意形成を牽引したことから、迅速な合意形
成を図ることができた。震災復興期に見られる合
意形成の要因は、防潮堤の高さの選択と、合意の
加速に影響を与えるのではないだろうか。
　また、合意形成基盤と加速それぞれの要因がも
つタイプは、開放的合意形成とともに、閉鎖的合
意形成でもある。行政による開放的合意形成の枠
組みを地域に当てはめようとすることが、東北被
災地の合意形成の複雑さを生んでいると考えられ
る。また、一律的な開放的合意形成では、住民の
主体的な合意を引き出すことは難しいことが明ら
かとなった。
